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新県庁舎における電源システムの信頼性と維持管理性の向上について 

 

総務部 管財課 ○ 磯野 光章 

◎ 今里 太郎 

 

 

１．はじめに 

長崎県庁舎は建設から 60 年以上が経過した旧庁舎が抱える老朽化、狭隘化、分散化

といった問題に加え、防災拠点としての機能確保といった喫緊の課題の解決を図るため、

新県庁舎の整備を行い、平成 29 年 11 月に JR 長崎駅に隣接した長崎魚市跡地に竣工し

た。 

新県庁舎は、行政棟、議会棟、駐車場棟、警察棟の４つの庁舎から構成されており、

「県民生活の安全・安心を支える庁舎」、「県民サービス向上のための機能的で新時代環

境共生型の庁舎」、「県民に優しく、県民が親しみを感じる庁舎」とすることを基本方針

として、県民とともに新しい時代を切り拓く庁舎として整備した（図１）。 

県庁舎の防災拠点施設としての機能を確保するため、庁舎の構造や建築設備等は、国

が定める耐震性能基準の最高ランクのものを採用している。さらに、行政棟、議会棟、

警察棟は、免震構造の建物とすることにより、書架や OA 機器等の損傷や散乱の発生を

抑えた安全性の高い庁舎としている。 

その中でも最も重要な機能の１つとして、災害発生時においても防災拠点施設として

建物内への電力供給をし続けられる

ような電源システムの信頼性の確保

が挙げられる。また、その信頼性を

確保し続けるためには日頃からの維

持管理が重要となる。また、設備等

については１５年から３０年程度で

更新を行う必要があるため、更新の

し易さも求められる。 

本稿では、防災拠点施設としての

機能を維持し続けるため、電源シス

テムについて様々な取り組みを行っ

たのでその内容について紹介する。  
図１ 南側から見た新県庁舎全景 
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２．電源設備の業務継続計画（BCP）について 

２－１.電力引込み 

電力引込みは、信頼性の高い受電

方式の22kV３回線スポットネットワ

ーク方式とした。防災緑地を含む敷

地一体の電力を行政棟２階特高受変

電設備で受け、6.6kV に降圧した後、

行政・議会棟、警察棟、駐車場棟の高

圧受変電設備に送電している（図

２）。 

 

２－２.電源構成 

特高設備は必要容量の 50％の変圧器×３台構成とすることで、事故やメンテナンス

時に１回線停電しても残りの２台で 100%負荷を補えるようにした。 

高圧系は A系 B系の２系統に分けることで変圧器や VCB（真空遮断器）等の故障、停

電点検による影響を受けにくい構成とした。重要機器については AB 系とし、A系、B系

のどちらにも切り替えられるようにした。また、サーバー室や防災行政無線機器等の瞬

断も許容されない最重要機器については、AB 系とした上で無停電電源装置を設けた。 

なお、無停電電源装置は 150kVA×３台（N+１台）とし故障や更新時の対応を行った

（図３）。 

図２ 電力受電方式フロー図 

    
図３ 行政棟単線結線図 
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電灯、コンセント等は A+B 系の千鳥送電（図４）とした。熱源系統は吸収式冷温水機

を AB 系、ヒートポンプチラーを A系、ターボ冷凍機を B系とし、２次ポンプを AB 系と

した。そのことにより、A、B系どちらが送電できなくなった場合でも、電灯、コンセン

ト、ファンコイルは半分生き、熱源は３分の２生きるような工夫を行った（表１）。 

非常用発電機は、冷却水が不要な空冷式とし、都市ガスと液体燃料（A 重油）の両方

で発電が可能なデュアルフューエル発電機を採用した。容量は 2,000kVA×１台構成で

燃料タンクは３日分（30,000 ㍑×２基）、都市ガスの供給により７日間連続運転可能で

ある。なお、警察棟は独自の非常用発電機を設置している。 

 

 

２－３.津波、浸水対策 

津波や浸水対策として受変電設備（特高受変電設備、高圧受変電設備）を２階に配置

し、非常用発電機は８階に設置した。また、燃料タンクの輸送ポンプは揚程高さの関係

で１階に配置しているが、津波の想定高さTP+4.8ｍ以上になるように架台を設置した。 

 

３．受変電設備のメンテナンスについて 

３－１.メンテナンスの基本方針 

受変電設備のメンテナンスは、特高設備の３回線のうち１回線ずつ停電させて点検を

 
 

図４ 千鳥送電イメージ図（A＋B系）（左 執務室電灯、右 執務室コンセント） 

表１ 主な電源系統分け 

 
 ※定義 AB 系/A 系 B 系の両系統送電  A+B 系/A 系、B 系千鳥送電  AorB 系/部屋・エリア単位で A 系 B 系どちらかに片寄せ 

単相変圧器 執務室 小部屋 共用部 トイレ

電灯 A+B系 AorB系 A+B系 AorB系
コンセント A+B系 AorB系 A+B系 AorB系
ファンコイル（FCU） A+B系 AorB系 A+B系
パッケージエアコン

３相変圧器 熱源 １次ポンプ ２次ポンプ 放熱ポンプ 冷却塔 冷却水ポンプ

吸収式冷温水器 AB系 AB系 AB系 AB系 AB系
ターボ冷凍機 B系 B系 AB系 AB系 B系 B系
空冷ヒートポンプチラー A系 A系 AB系
水冷ヒートポンプチラー A系 A系 A系
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行うことで、行政・議会棟、警察棟、駐車場棟の高圧設備を停電させずに点検が可能で

ある。また、行政棟の高圧設備は、A系 B系の片系統ずつ停電させて順番に点検を行う

ことで、A、B どちらかの系統は生きるため、執務や来庁者への影響を最小限にとどめて

の点検が可能である。なお、重要系や最重要系の設備については必要に応じて系統の切

替えが可能ため、停電できない場合には系統の切替えを行うことでその部分の電源を生

かしたままの点検が可能である。 

 

３－２.色分けについて 

一部の電源を生かしながらのメンテナンスとなり、作業時の安全確保を図るため、系

統毎に色分けを行うことでメンテナンス箇所を分かりやすくした。特高受変電設備は、

変圧器、盤類を１系統毎に、赤（駅前１号線）、緑（駅前２号線）、青（駅前３号線）の

３色に塗り分けた（図５）。また、高圧受変電設備、分電盤は盤類の A 系をピンク、B 系

を水色、AB 系を紫、UPS 系を黄緑に塗り分けた（図６、７）。更に、コンセント設備に

ついては OA タップを系統毎に A 系を白、B 系を青、UPS 系を緑とし、ブロックコンセン

トも同じ色とした（図８）。その他、コンセントは回路番号を表示するテプラの色を A系

は白、B 系は青で表示する工夫も行った。 

このことで、メンテナンス作業の安全も確保しつつ、職員や来庁者への影響を最小限

にとどめられるようにした。 

 

図５ 特高受変電設備色分け 
（奥から駅前１号線（赤）、２号線（緑）、３号線（青） 

図６ 高圧受変電設備色分け 
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４．非常用発電機について 

４－１.非常用発電機の概要 

非常用発電機の容量は 2,000kVA であ

り、運転時には一部の空調機器使用を

停止し、照明を減光または消灯させる

ことで、庁舎内全てのコンセントを含

む電源を生かせるようにした。また、燃

料は液体燃料（A重油）に加えて、ガス

（中圧ガス）でも発電が可能なデュア

ルフューエル発電機を採用した。 

 

４－２.非常用発電機の構成 

デュアルフューエル発電機の機器構成は、通常の液体燃料のみの構成に加えて、ガス

圧縮機等のガス燃料機器設備が必要となる（図９）。発電機室の隣にガスコンプレッサ

ー室を設けた。 

 

４－３.非常用発電機の運転 

非常用発電機は商用電源が途絶した際に停電信号を受け始動開始する。始動時と停止

時は液体燃料で運転を行い、電圧確立後はガス燃料を優先した運転を行う。 

 

４－４.非常用発電機の更新 

４－４－１.更新の基本方針 

非常用発電機更新の際は、新しい発電機を設置後、古い発電機を撤去する必要があり、

そのための予備スペースを確保しておく必要がある。今回設置したデュアルフューエル

発電機は液体燃料のみでも運転可能なため、更新時にまずガスコンプレッサー室のガス

機器類を撤去し、そこに新しい発電機を配置し、部屋を入れ替えることで、将来用の予

図８ OA タップ色分け配置イメージ 
 

図７ 分電盤色分け 
（左から A系（ピンク）、UPS 系（黄緑）、B系（水色） 

A 系（⽩） 

B 系（⻘） 

図９ ﾃﾞｭｱﾙﾌｭｰｴﾙ発電機概略図 
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備スペースが不要となり、また、更新時の発電機停止時間の短縮にもなるようにした（図

１０）。 

 

４－４－２.事前対応事項 

将来的な発電機更新時に発電機室とガスコンプレッサー室を入れ替えられるように

下記対応を行った。 

①発電機、ガスコンプレッサーのどちらの機器も設置できるような基礎配置を行った。 

②外壁がECP（押出成形セメント板）であり将来開口を設けることが困難であるため、

機器を入れ替えた際の煙道ルートを想定し、あらかじめ外壁に開口を設けた。なお、

開口は SUS（ステンレス）板で止水処理を行った。 

③更新後の煙道ルート上にも基礎がくるように配置を行った。 

 

その他、小出槽用の防油堤の設置を行ったほか、ケーブルルートの検討、変更後の

ダクト用のインサートを設けることを行った。 

これらの対応をすることで、更新時に必要となるスペースを不要とし、更新時の発

電機停止時間の短縮、更には更新時の建築コストを抑えることができる（図１０）。 

 

 

５．おわりに 

これまで述べたとおり、新県庁舎を建設するにあたり、防災拠点施設としての機能を

維持し続けるための工夫を行った。特に、受変電設備の色分けについては、自ら提案を

行い設計者、施工者の方々のご協力を得ながら進めることが出来た。また、現在実際に

維持管理を行う中、その効果についても実感しているところである。 

県庁舎建設については、設計から施工まで一貫して関わらせていただいた。また、現

在は維持管理にも関わらせてもらっている。今後も引き続き適切な維持管理を行い、安

全・安心な庁舎づくりを目指していきたい。 

図１０ 発電機・ガスコンプレッサー室配置図（左：更新前、右：更新後） 
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